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入札条件書 

 

 

 

大台町発注の物件の買い入れ等の指名競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」

という。）は次のことを入札条件とするので遵守しなければなりません。 

 

１．落札者の決定 

（１）落札候補者の決定にあっては、大台町会計規則（平成 27年大台町規則第 36号）（以

下「規則」という。）第 172条に基づき作成された予定価格以下であって、最低価格の

入札人とします。 

（２）ただし、落札者となるべき同額の入札をした者が２以上あるときは、即時に当該入 

札者によりくじにより落札候補人を決定します。 

（３）契約において、落札者が契約を締結するまでに、大台町から指名（資格）停止を受  

けた場合は契約を締結しないことがあります。 

また、下記のいずれかに該当する事実を確認した場合には、落札決定を保留し又は 

契約の締結を保留します。 

ア 資格（指名）停止措置要領の「贈賄」に該当する容疑で強制捜査を受けた場合 

イ 資格（指名）停止措置要領の「独占禁止法違反行為」に該当する容疑で犯則調査  

を受けた場合 

ウ 資格（指名）停止措置要領の「競売入札妨害又は談合」に該当する容疑で強制捜  

査を受けた場合 

（４）本項（２）、（３）により落札決定を保留し、又は仮契約若しくは契約を解除または  

締結しない場合、町は一切の損害賠償を負いません。 

 

２．暴力団等排除措置要綱等による契約の解除 

契約の相手方が次の各号のいずれかに該当するときは、契約の全部又は一部を解除す

ることができるものとします。 

（１）その責に帰すべき理由により、納入期限までに物品の納入を完了する見込みがない 

と認められるとき。 

（２）物品の納入検査の結果、物品の全部又は一部が不合格となり、合格すると認められ 

る物品を納入することができないと契約締結権者が認めたとき。 

（３）前各号に掲げる場合のほか、契約の相手方が契約に違反し、その違反により契約の 

目的を達することができないと認められるとき。 

（４）この契約に関し、不正又は不誠実な行為をしたと契約締結権者が認めたとき。 

（５）大台町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成 27年大台町告示第５号。

以下「暴力団等排除要綱」という。）第３条に規定する通報又は同要綱第４条に規定す

る確認により、契約の相手方が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除

することができる。 

① 契約の相手方又は役員等（暴力団等排除要綱第２条に規定する役員等をいう。以 

下この項において同じ。）が、暴力団（同要綱第２条に規定する暴力団をいう。以下

この項において同じ。）、暴力団関係者（同要綱第２条に規定する暴力団関係者をい
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う。）、又は暴力団関係法人等（同要綱第２条に規定する暴力団関係法人等をいう。）

（以下これらを「暴力団等」という。）であると認められるとき。 

② 暴力団等が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

③ 契約の相手方又は役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団等又はその威力を利用するなどした

と認められるとき。 

④ 契約の相手方又は役員等が、暴力団等に対して直接又は間接を問わず資金等を供

給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関 

与していると認められるとき。 

⑤ 契約の相手方又は役員等が、暴力団等と密接な関係又は社会的に非難されるべき

関係（暴力団等排除要綱別表第１に規定する密接な関係及び同要綱別表第１に規定

する社会的に非難されるべき関係をいう。以下この項において同じ。）を有している

と認められるとき。 

⑥ 契約の相手方又は役員等が、暴力団等、又は暴力団等と密接な関係若しくは社会 

的に非難されるべき関係を有していると認められる法人若しくは組合等と知りなが

らこれを利用するなどしていると認められるとき。 

⑦ 役員等又はその使用人が、業務（個人の私生活上の行為以外の受注者の業務全般 

をいう。）に関し、暴力行為（暴行、脅迫、傷害、毀棄などの刑罰法令にふれる行為

をいう。）を行ったと認められるとき。 

⑧ 契約の相手方が、大台町の発注する物件関係の契約を履行するに当たり、大台町 

の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱別表第１に掲げるいずれかに該当す

る者であることを知りながら、その者を下請負人として使用又は再委託したとき。 

また、契約の相手方が、大台町の発注する物件関係の契約を履行するに当たり、 

大台町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱別表第１に掲げるいずれかに

該当する者を下請負人（一次及び二次下請以降すべての下請負人を含む。）として 

使用又は再委託（すべての再委託を含む。）していた場合に契約締結権者が契約の 

相手方に対し又は受注者を通じて当該契約の解除を求め、契約の相手方がこれに従

わなかったとき。 

⑨ 契約の相手方が、大台町の発注する物件関係の契約を履行するに当たり、大台町 

の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱別表第１に掲げるいずれかに該当す

る同要綱別表第２に基づく資材会社等であることを知りながら、資材を購入し、又は

同要綱別表第２に基づく施設若しくは廃棄物処理業者を使用したとき。 

また、契約の相手方又は下請負人（一次及び二次下請以降すべての下請負人を含

む。）が、大台町の発注する物件関係の契約を履行するに当たり、大台町の締結す  

る契約等からの暴力団等排除措置要綱別表第１に掲げるいずれかに該当する同要綱

別表第２に基づく資材会社等から資材を購入し、又は同要綱別表第２に基づく施設

若しくは廃棄物処理業者を使用していた場合に契約締結権者が契約の相手方に対し

又は契約の相手方を通じて当該契約の解除を求め、契約の相手方がこれに従わなか

ったとき。 

⑩ 契約の相手方が、大台町の発注する物件関係の契約に関し、暴力団員等による不 

当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報若しくは契約締結権者への報告を怠

り、著しく信頼を損なう行為であると認められるとき。 
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３．不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

契約締結権者は契約の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以

下「暴力団等」という。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとします。 

① 断固として不当介入を拒否すること。 

② 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

③ 契約事務担当所属に報告すること。 

④ 契約の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期等に 

遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、契約事務担当所属と協議を行う

こと。 

 

４．入札書に記載する金額 

落札決定にあっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加

算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を落 

札価格とするので、入札書に記載する金額は当該１０％に相当する額を除いた金額とし

てください。 

 

５．入札保証金 

指名通知書記載のとおりとします。 

 

６．契約保証金 

（１）契約金額の 100分の 10以上 

ただし、規則第 195 条の第２項により以下を持って、契約保証金の納付に代えること

ができます。 

① 政府の保証のある債券 

② 金融機関等が振り出し、又は支払保証をした小切手若しくは手形 

③ 町長が確実と認める金融機関等に対する定期預金債券 

④ 町長が確実と認める金融機関等の保証又は保証事業会社の保証 

⑤ 前各号に定めるもののほか、町長が確実と認める債権 

また、規則第 196 条第１項により以下に該当する場合は契約保証金の納付を免除しま

す。 

① 契約の相手方が保険会社との間に、町を被保険者とする履行保証保険契約を締結

したとき。 

② 契約の相手方から委託を受けた保険会社と履行保証契約を締結したとき。 

③ 契約の相手方が過去三年の間に当該契約と規模をほぼ同じくする契約実績を有し、

これらをすべて誠実に履行した者又はこれに準ずると認められる者であって、かつ、

契約を履行しないおそれがないと認められるとき。 

④ 契約の相手方があらかじめ町長の承認を得て、確実な担保の提供をしたとき。 

⑤ 物件を売り払う契約を締結する場合において、契約の相手方が売払い代金を即納

したとき。 

⑥ 契約を締結する場合において、契約金額が少額であり、かつ、契約の相手方が契

約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

⑦ その他契約の性質上契約保証金を納付させる必要がないと認められるとき。 
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（２）規則第 196 号条第１項第６号に基づき契約金額 500 万円未満の物件については契約

保証金を免除します。 

 

７．予定価格の設定 

予定価格は事後公表とし、入札結果により公表します。 

 

８．無効及び失格の要件 

（１）次の各号の一に該当するときは、その者の入札は無効とします。 

  ①入札に参加する資格がない者が参加したとき。 

②同一事項の入札に対し二以上の入札をしたとき。 

③入札者又は他の者が他人の入札の代理をしたとき。 

④入札に対して談合等の不正行為があったとき。 

⑤入札保証金の額が規則第 170号第１項に規定する額に満たないとき。 

⑥定刻までに入札書を提出しないとき。 

⑦入札書の金額を訂正した入札をしたとき。 

⑧記名、押印を欠く入札又は誤字脱字等により意志表示が不明な入札したとき。 

⑨その他契約担当者が予め指示した事項及び入札条件に違反したとき。 

（２）次の各号の一に該当するときは、その者の入札を失格とします。 

   適正な入札の執行を妨げたとき。 

 

９．入札方法 

（１）入札回数は３回を限度とします。 

（２）入札書様式は大台町指定のものとします。 

（３）入札書の宛名は大台町長とし、１件ごとに作成し封書のうえ、入札者の氏名又は法 

人名及び買い入れ等の物件名等を表記して入札者（代理人による入札の場合の代理人

含む。以下同じ。）自ら投函してください。 

（４）入札者本人の住所、氏名（法人にあっては法人の所在地、名称及び代表者氏名）が  

記載され使用印鑑届で届出している印鑑の押印のある入札書により入札する場合には

委任状を必要としません。 

（５）代理人が代理人名義で入札する場合には、入札書投函前に委任状を提出してくださ 

い。なお、この場合の入札書は入札者の住所、氏名欄に入札者本人の住所、氏名を記  

載するとともに右代理人と表示して代理人の氏名を記載して押印してください。 

（６）入札書を入れる封筒は次のとおりとします。但し同様の内容であれば詳細について 

は問いません。 
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 大 台 町 長  様 

 

       入札物件名 

       履行場所 

 

入札書在中 

                     住所  

    令和  年  月  日      会社名 

                     代表者 

  ※裏面は入札参加資格申請の使用印鑑届で届出た印鑑にて封印すること 

 

 

10．議会の議決案件 

予定価格が 700 万円以上の財産の取得を行う場合は、大台町議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成 18 年大台町条例第 46 号）に基づく大台

町議会の議決を要しますので、落札決定後、落札者と仮契約を締結し、大台町議会の議決

を得たあとに本契約を締結します。 

  なお、該当する場合は、指名通知書にその旨記載します。 

 

 

11．その他 

（１）入札参加者が一人だけで他が全部不参加の場合又は風水害等の特別な事情がある場

合は入札会を中止する場合があります。 

（２）入札参加者が談合し、又は談合を行った可能性のある不穏な行動をなす等の場合に 

おいて、入札を公正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者 

を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくはとりやめることがあります。 

（３）入札を希望しない場合には参加しないことができます。その場合は入札日前日まで 

に別に定める入札辞退届を総務課宛提出して下さい。入札辞退届は、大台町ＨＰ「入札・

契約」ページ内「入札関係の様式」よりダウンロードしてください。 

（４）質疑がある場合は、担当部署（業務担当）において問合わせに応じます。質疑方法  

や質疑期限について仕様書に記載がある場合は、その項目により取り扱うものとし、 

記載がない場合は入札前日まで問合わせに応じます。 

（５）仕様書は大台町ＨＰ「入札・契約」ページ内「指名競争入札の仕様書」で公開します。 

（６）入札前に指名業者は公表しません。 

（７）入札書及び同等品承認申請書（同等品を認めている場合に限る）については、指定  

する場合は、指名通知書とともに同封しますので、その様式を使用してください。指 

定がない場合は、別に定める大台町ＨＰ「入札・契約」ページ内「入札関係の様式」よ

りダウンロードしてください。 

（８）前各項に定める条件のほか、必要事項は大台町会計規則により取り扱うものとしま 

す。 


